
 14

（12）　実費徴収に係る補足給付を行う事業 【関係所属所：保育課・学務課】
【令和６年度関係所属所：保育幼稚園課】

②量の見込み及び確保の内容

【令和3年度】 補助世帯区分 交付決定児童数 補助額

生活保護世帯 2 31,700

所得要件 190 708,099

３人目 61 248,379

計 253 988,178

【令和4年度】 補助世帯区分 交付決定児童数 補助額

生活保護世帯 0 0

所得要件 148 524,841

３人目 93 340,560

計 241 865,401

【令和5年度】 補助世帯区分 交付決定児童数 補助額

生活保護世帯 1 7,700

所得要件 105 374,414

３人目 113 452,036

計 219 834,150

（13）　多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 【関係所属所：保育課】
【令和６年度関係所属所：保育幼稚園課】

②量の見込み及び確保の内容

　国等の動向を注視しながら調査研究していきます。

①事業内容・現状

①事業内容・現状

　各施設事業者において実費徴収を行うことが出来ることとされている①食事の提供に要する費用及び②日用品、文房具等の購入に要する費用
等について、低所得世帯を対象に費用の一部を補助する事業です。

　国の助成制度に準じ助成を実施し、低所得で生計が困難である家庭の子どもの健やかな成長の支援を図ります。

　特定教育・保育施設等への民間事業者の参入の促進に関する調査研究、その他多様な事業者の能力を活用した特定教育・保育施設等の設置又
は運営を促進するための事業です。


